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労働組合と実質賃金
小
?
正 雄
1 序
労働組合は，果して労働の実質賃金の引上げに貢献しているであろうか。ま
たかりに労働組合が，労働の実質報酬の引上げに役立っているとすれば， そ
れはいかなる条件の下においてであろうか。小論の課題はジョンズ・クイプ
(Jones type)の2部門モデルを用いて，このような問題に一つの解答を与える
ことである。
さて資本と比べて，労働はたとえ同質の労働であっても，制度的な要因その
他から，産業部門間でその報酬率に差があるのが普通である。そしてこのよう
な賃金格差は，社会的に認められた労働組合の独占的な力によって，一層はっ
きりしたものになっている。しかし，強力な労働組合の力によって，ある産業
部門の名目賃金率を他の産業部門のそれに比べて引上げることが，同時に労働
の実質賃金の上昇になるであろうか。またそうなるとすれば，それはいかなる
条件がみたされる場合であろうか。これは興味ある重要な問題であるが，十分
に解明されているとはいえないように思われる。そこで簡単なモデルを用い
て，この問題を検討してみることにしたい。われわれは，経済の一部門におけ
る名目賃金の引上げが，同時に実質賃金の引上げになるためには，ある条件が
みたされる必要があり，もしそれがみたされなければ，かえって実質賃金の引
下げとなることを示すであろう。
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2 仮定とモデル
まずわれわれの考える経済は，二つの産業部門からなり，それぞれ基本的な
生産要素である資本 (K)と労働 (L)から，両最終財が生産されるものとす
る。両生産要素とも完全に雇用され，財および要素市場とも完全競争が行なわ
れているものとする。また両財の生産は，規模に関して収穫一定，限界生産力
逓減の条件の下で行なわれ，両要素とも生産に不可欠であるとする。ただし，
資本の報酬率は両産業部門で同じであるのに対して，賃金率（名目）は強力な
労働組合のある第 2産業部門が，そうでない第 1産業部門よりも一定率だけ高
いものとする。問題はこの賃金格差が労働組合の力によって限界的に拡大した
ときに，労働の実質賃金率がどうなるかということである。そこでこれらの仮
定の上に立ってモデルを作ることにしたい。
いまらを， j財1単位の生産に必要な i要素量であるとする。ただし， i
は，資本 (K)ないし労働 (L)という生産要素を表わし， jは j産業部門 (j
=1, 2)を示す。そうすると，完全雇用の仮定から
cらふ+CL.ふ=L (1) 
c凡ふ+C凡ふ=K (2) 
をうる。ただし， r,では一定と考えられている経済全体の労働量と資本量で
あり，ふは j財の生産量である。
次に，完全競争の仮定から，財の価格は均衡においては，平均費用に等しい
ので， j財の価格を pjとすれば
叫 CL,+rCK, =P1 
叫 CL,+rCK, =P2 
、 ? ? ? ? ???（（
となる。 ただし， rは資本のレンタルで， これは両産業部門で等しい。 また
wjは j財部門の名目賃金率で，それは産業部門間で異なる。
その異なり方は
aw1=w2 (5) 
?
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であるとする。 d は賃金格差率であるといってよい。以下，第2産業部門に強
力な労働組合があり，したがって，第2部門の賃金率が第 1部門のそれよりも
a倍ほど高い (a>l)とする。
最後に投入産出係数 C;jは，生産の技術水準が一定であれば， j部門におけ
る賃金率のレンタルに対する比率（吋=wj/r)によって決まると考えてよいか
ら，
C;j=C;j(wj) (6) 
となる。
以上の経済の生産側のモデルで，式は 9個あり，内生変数は Cij,Xj, r, wj 
の9個，パラメーターは， pj,L, 衣，の 4個ある。 したがって，これらのパラ
メーターの値が外生的に与えられると，以上の体系で 9個の内生変数の値が決
まることになる。
次に， (1)~(6) を変形して，両財の生産量と財価格との関係，生産量と
賃金格差（労働組合）との関係．および生産要素の実質報酬と賃金格差（労働
組合）との関係を明らかにしたいと思う。勿論われわれの最終的な課題は，生
産要素の実質報酬と賃金格差（労働組合）との関係を明らかにすることである。
最初に， (1),(2)で経済全体としての労働量と資本量が一定であれば，
これらを全微分して変形するば，
社ふ＊＋伝ふ＊＝ー（弘屯＊＋如CL,*)
伝ふ＊＋知ふ＊＝ー（伝CK,*+伝 CK,*)
??
? ?
?（（?
をうる。ただし，例えば Xj*=dXj/Xjで，その変数の百分比変化を示し，ま
た如=CL;Xj/L,入Kj= CKjXj/ K(j = 1,2)である。したがって，例えば， AKj
は総労働量の中で j財部門に向けられる比率を示している。
また (3),(4)を全微分して変形し，その際j財の平均費用が最小にされ
るという条件，つまり,()LjCL/+0KjCK/=Oという条件を用いれば
肛w1*+eK,r*=加* (9) 
()ら切2*+()K2r*=加＊ (10) 
?
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をうる。ただし,OL;= CL;W;/Pj, OK;= CK;r/pjである。したがって，例えば
如は j財部門の生産額に占める労働のシェアである。
また (5)から
が十W1* =w2 * (11) 
をうる。
ところで， j財生産における両要素の代替弾力性 oj=(CK;*-CL;*)/(wJ"*-
r*)>Oと，前述した平均費用最少化の一階の条件から
CL/=-8K; ゜凸＊
CK/=OL;o把;*
をうる。ただし ruj=wj/rから ru1"*=w1"* -r*である。
そこで (12),(13)を (7),(8)に代入すれば，
んふ＊＋社．ふ＊＝（叫が1辺 .oが 2氾＊＋叫Ka亨＊
=P四＊＋社．肱.a四＊
なふ*+,tKふ＊＝ー（叫L,吐 +AK必．％泊＊ー叫La年＊
=―¢匹1*-..lK.Oが2ct.*
をうる。ただし fJL=,l成が1十社28K202>0
和 =,lK必,01+..lK.OL,02>0 
である。また (9),(10)から
w1*-r*=叫．＊＝
伽＊＿加*)+o研＊＝―p*+o疋＊
10 10 
をうる。
(12) 
(13) 
(14) 
(15) 
(16) 
ただし， IOl=Oら8K2-8五 =O和（伝/OL,-OK,位）=O研L,( -rK2 
W2L2 
rK1 戸）=O研L.r(k2-ak1)/w2で，その符号は，価値的な意味における生産
要素の集約性を示していることがわかる。また， kj=Kj/Lj,P=加／かであ
る。
そこで賃金格差が一定と仮定して， したがって， a*=O の下で (16) を
(14), (15)に代入して，ふ＊，ふ＊を求めれば，賃金格差一定の下で，生産
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X1* 
X2* 
-(なん＋柘む）p* 
1i1 101 
（払む＋なん）p* 
1i1 101 
(17) 
(18) 
である。ただし 1 入 I=叫K2ーなふ=~黛丘L年 (k2-k1) で，その符号は
物理的な意味における生産要素の集約性を示している。いいかえれば
sign lll=sign(k2-k1) 
であるので，第2産業部門の要素集約性 (1人当り資本）が，第 1部門のそれ
より大きければ 1川の符号はプラスに，逆であればマイナスになるのである。
また Joiについでいえば，
sign IOl=sign(k2-ak1) =sign手［；広ー琺］
であるので，かりに第2部門における労働の支払額に対する資本の支払額の比
率が，第 1部門におけるそれよりも大きければ， 101はプラスになり，逆の場
合はマイナスになるのである。ここで非常に重要な点は，仮りに a>lで，強
力な労働組合のある第2産業部門で高い賃金が支払われておれば， lll>Oであ
っても,101<0となりうるということであり，この点が名目賃金の引上げが果
して実質賃金の引上げになるかどうかを左右する決定的な要因となる。
さて (17),(18)は，両財の生産量の変化と財価格の変化との関係を示して
いる。いま第2産業部門が物理的にも価値的にも，資本集約的であるとする。
すなわち 1il>O,IOl>O, I入Ilol>Oであるとする。 この場合， (17), (18)か
ら第2財の相対価格の上昇は，第2財の生産量を高め，逆に第 1財の生産量を
低下さすことになる。より一般的に言えば， 1川と 101の符号が同じであれば
産出量と価格とはプラスの方向に反応し，両者の符号が異なれば，マイナスの
方向に変化することになる。
?
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3 労働組合と産出量および実質賃金
次に財価格が変化しないときに，労働組合の存在が両財の生産量と労働の実
質賃金にどのような効果を与えるかを明らかにしょう。
まず (11)を (10)に代入すれば，
8L,w1*+8K2r*=加*-8疋＊ (19) 
をうる。 (19)はがと P2*が逆の効果を持っていることを示している。した
がって次のことがいえる。
sign(長）I幻*=o=一sign(長） 1バ＝注=O
ところで， (18)から
ふ＊
加* Pi*=a,*=o 
であるので，
~o. if 1i 101~0 
ぎI~o. if 1i 101~0 
Pi*=o 
(20) 
となる。 (20)は産出量と賃金格差との関係を示しており，財価格が変化しな
いときに，第2産業部門のみで賃金率が引上げられ，賃金格差が拡大すると，
第2財の生産量は低下することを示している。これは常識的にも納得のいくこ
とであり，財価格が一定のときに aが高まれば， それは第2産業部門に不利
に働らき，その生産量が低下するというのである。ここで主要な役割を果して
いるのが， 1IBl>O という条件である。仮りに， 111101<0となれば全く逆
の結論になることに注意しなければならない。
次に労働組合と実質賃金とはどのような関係にあるだろうか。 (9)と (19)
から
w1*= 
肱あ＊—Bx, (P2*-o疋＊）
10 
したがって，
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w1*-P1*= 
Ox, (Pi* -P2 *) +Ox,Oらa*
10 (21) 
ここで財価格比率を一定とすれば
w1*-P1*= 肱必困10 
(22) 
同様に
w1*-P2*= 
肱,OL,a*
10 
(23) 
他方 (11)から
w2*-P1* =w2*-P2* = 
(}ら(}K2a*
18 
(24) 
をうる。
さて， (22),(23), (24)から，仮りに ¥8¥>0であれば，第 2産業部門で賃
金引上げが行なわれ，その結果賃金格差が拡大すれば，実質賃金はいずれの財
で測っても高まり，したがって労働は有利な立場に立つことになる。しかし逆
に ¥8¥<0であれば， 賃金格差の拡大は必ず労働の実質賃金を引下げることに
なる。
他方 (9),(19)から
r*-P1*=r*-P2* = 
-(}ら(}L2a*
18 
(25) 
をうる。 (25)から，もし 181>0であれば，賃金格差の拡大は資本の実質報酬
を引下げ，逆に 181<0であればそれを引上げることになる。ところで前述し
たように, 181=8ら8L2(rK2 rK1 云互―叫Jから， 101<0ということは，労働組
合のある第2産業部門が第 1部門より，労働に対してより高いシエアを支払っ
ており，したがって，第2部門が価値的な意味において労働集約的な産業にな
っているということである。このような状態は第 2部門に労働組合があるので
十分起こりうることである。もしそのような状態になったときに，さらに賃金
引上げをすることは，かえって実質賃金を引下げることになってしまうのであ
7 
322 
る。
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では何故このような結果が起こるのであるか。それは次のように考えること
ができる。
(12), (13)から
柘*=CK,*-CL/=Oら°匹1*+8K,01叫 *=01叫 *(OK,+OL,) =O匹 1*
(26) 
k2*=CK.*-CL.*=Oば’呼1*+0L,a四*+OK,a匹 1*+0K,a四＊
(26), (27)に (16)を用いれば
如．＊＝ 釘〔伽＊一P2*)+o疋＊〕
101 
k2*= 
a2 〔（か＊一P2*)+o研＊〕
101 
となる。
(27) 
(28) 
(29) 
(28), (29)で財価格比率一定の下で，仮りに 101<0となれば， aの上昇
は両産業の資本労働比率を低下させることになる (k1*<0, k2*<0)。 しかし
資本労働比率が下落すれば，労働の限界生産力は低下し，したがって労働に対
する実質報酬も低下することになる。
以上から第2産業が物理的な意味で資本集約的な産業であったとしても
(IAl>O), かりに賃金引上げによって，第2産業が価値的な意味において労働
集約的な産業になっているとすれば (lol<O),第2産業の労働組合は，賃金引
上げを抑制して賃金格差を縮少する方がかえって実質賃金を引上げることにな
るのである。したがって，労働組合が無条件に高い名目賃金を求めることは正
しくなく，場合によっては，賃上げを抑制して賃金格差を縮少することが必要
になってくるのである。何故なら， 101<0のときに賃金引上げによって賃金格
差を拡大すれば，いずれの財で測っても，労働の実質賃金は低下するからであ
る。
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4 結び
われわれは静学的な 2部門モデルで，労働組合の賃金引上げ政策が成功する
ための条件を明らかにした。勿論このような結論をすぐ現実に適用することは
危険であるが，しかし労働市場のように，かなりはっきりした形で歪みが存在
する場合には，強力な組合のある産業部門の賃金引上げが，必ずしも労働の実
質賃金の引上げに結びつくものではないということは明らかにできたと思う。
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